
 1 

 

 

 

 

 

令和 ５ 年 度 
 

 

 

経済産業省交通安全業務計画 

 



 2 

 

                                目      次 

 

 

１．自転車安全利用対策の推進  ...................................................３ 

(１)自転車技士制度（旧自転車組立整備士制度）  .................................３ 

(２)使用過程自転車の点検・整備 ................................................３ 

(３)安全利用意識の高揚 ........................................................３ 

(４)「自転車月間」行事等による自転車利用者に対する啓発等 ......................３ 

(５)自転車安全利用の取組 ......................................................４ 

２．車両の安全性等に関する日本産業規格の整備 ....................................４ 

(１) 自動車関係規格の整備 .....................................................４ 

(２) 自転車関係規格の整備 .....................................................５ 

３．交通関係用品の安全性の確保及び向上 ......................................... ５ 

４．物流効率化による道路交通の円滑化の推進 ......................................６ 

 



 3 

令和５年度交通安全業務計画 

 

       経済産業省 

 

 

１．自転車安全利用対策の推進 

 

(１) 自転車技士制度（旧自転車組立整備士制度） 

自転車の構造上の安全性を確保するため、昭和５４年に自転車組立整備士制度

が発足した。同制度は、平成１３年度から一般財団法人日本車両検査協会の自主

的な認定資格制度に変更され、その後、資格更新や失効条件の設定など制度改正

を経て、平成１７年度より自転車技士制度として新たに実施している。令和５年

３月末現在、自転車組立整備士及び自転車技士の認定資格取得者数は全国で約８

４,０００人おり、その大部分が自転車販売業に携わっている。 

令和５年度においては、７～９月に全国１２会場で自転車技士の認定資格試験

を実施する予定である。 

 

 

(２)使用過程自転車の点検・整備 

一般財団法人自転車産業振興協会は、日本自転車軽自動車商協同組合連合会と

協力の下、昭和４２年度から令和４年度までに、約３６万７千の全国の学校・公

園等及び自転車販売店において、約７,５４６万台の自転車の点検・整備を実施

した。また、令和５年度においては、全国の学校・公園等２,１５０会場及び自

転車販売店１,４００店舗で実施する計画である。 

 

 

(３)安全利用意識の高揚 

一般財団法人自転車産業振興協会は、学童及び一般利用者の点検整備に対

する意識の高揚並びに自転車の安全な通行方法に関する周知徹底を図るた

め、日本自転車軽自動車商協同組合連合会と協力の下、平成１０年度から

令和４年度までに自転車点検整備促進講習会を７,１９２会場において開催

した。また、令和５年度においては、２００会場で実施する計画である。 

 

 

(４)「自転車月間」行事等による自転車利用者に対する啓発等 

環境に優しいなど自転車の持つ利便性を広く一般（特に若年層）に伝えるとと

もに、自転車の持つ効用、社会的責任（ルール・マナー）等についての知識を深

め、自転車利用上の諸問題の解決に資するため、自転車関係団体等では「自転車
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月間推進協議会」（事務局：一般財団法人日本自転車普及協会）を設置し、毎年

５月の「自転車月間」の期間中に、自転車安全利用のＰＲ等、各種の事業を行う

こととしている。 

さらに、一般財団法人日本自転車普及協会では、春と秋の全国交通安全運動と

「自転車月間」の期間中に、全国のバイコロジー地方組織において、自転車交通

事故の防止並びに放置自転車の解消を図るため、自転車利用時における交通ルー

ル遵守、マナー向上について啓発する街頭キャンペーンを行うこととしている。 

 

 

(５)自転車安全利用の取組 

一般財団法人日本自転車普及協会では、地方自治体やシルバー人材センター、

小中学校ＰＴＡ等からの依頼に応えて交通安全教室を開催しており、自転車シ

ミュレーターの活用や実技指導により、参加者の自転車利用状況や年齢層にあわ

せた内容になっている。平成２７年度から令和４年度までに９１件の交通安全教

室を開催し、令和５年度においても各団体等の要望に応じて随時開催していくこ

ととしている。 

一般社団法人自転車協会は、自転車通学を認めている中学校、高等学校の教職

者を対象に、自転車の製品の安全性、自転車のルールやマナー、自転車の点検・

整備の重要性等を伝える「自転車通学安全指導セミナー」を全国の都道府県で実

施している。また、生徒に向けた「自転車の安全教室」を全国の中学校・高等学

校にて行っている。 

 

 

２．車両の安全性等に関する日本産業規格の整備 

 

(１)自動車関係規格の整備 

産業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）に基づき制定されている日本産業

規格（ＪＩＳ）のうち、自動車に関する規格は３２０件となっている。これらは、

自動車の品質、性能、安全性等の標準化を目的として制定されている。 

令和５年度においては、次の案件について審議し、公示することを予定してい

る。 

① 新規に制定するもの 

直噴ガソリン機関－燃料噴射装置の清浄度評価 

 

②既存規格の改正を行うもの 

JIS D５７１６ 自動車用緊急脱出支援用具 

JIS D３６３９ ディーゼル機関－燃料噴射装置の清浄度評価 
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(２)自転車関係規格の整備 

日本産業規格のうち、自転車に関する規格は３８件となっている。これらは、

自転車の品質、性能、安全性等の標準化を目的として制定されている。 

令和５年度においては、次の案件について、原案作成団体である一般財団法人

自転車産業振興協会において、JISの改正原案を作成することを予定している。 

 

① 新規に制定するもの 

なし 

 

② 既存規格の改正を行うもの 

JIS D９３０１ 一般自転車 

JIS D９３１３ 自転車－試験方法 

 

 

３．交通関係用品の安全性の確保及び向上 

 

乗車用ヘルメットの安全性の確保については、利用者の生命又は身体に対する

危害の発生を防止するとの観点から、現在、自動二輪車及び原動機付自転車の乗

車用ヘルメットを、消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第３１号）に基づく

特定製品に指定している。これにより、製品が技術基準に適合していること及び

製造又は輸入事業者が同法に定める義務を履行したことを証する表示（ＰＳＣ

マーク）のない製品の販売を禁止している。  

また、製品流通後の措置の充実を図るため、市場に流通している製品を買い上

げ、その製品の技術基準への適合性を確認する試買テスト、製造・輸入事業者に

よる法令遵守状況を確認する立入検査等を行っている。令和４年度も継続して消

費生活用製品安全法の執行を行うことにより、こうした製品の安全性を確保して

いく予定である。 

なお、乗車用ヘルメットのほか、自動車用携行ジャッキ、自動車用油圧式ガ

レージジャッキ、自動車用ウインドウォッシャ液、自転車、自転車等用ヘルメッ

ト、自転車用幼児座席、空気ポンプについては、一般財団法人製品安全協会が自

主的に運用している製品認証制度（ＳＧマーク制度という。）の対象品目となっ

ている。 

さらに、自転車本体については、安全性向上を目的として、平成１６年９月よ

り導入された一般社団法人自転車協会が定めた業界自主基準である自転車安全基

準を基にＢＡＡマーク制度（任意制度）の普及促進に努める。併せて平成２０年

１０月より環境負荷物質使用削減がスタートし、安全安心に加えて環境に優しい

自転車供給を図っている。 
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また、警察庁の「幼児２人同乗用自転車検討委員会報告」を踏まえ、一般社団

法人自転車協会は、平成２１年３月に「幼児２人同乗用自転車安全基準」を制定

し、一般財団法人製品安全協会はＳＧマーク制度により、それぞれ安全性に配慮

した幼児２人同乗用自転車の普及促進を図っている。 

 

 

４．物流効率化による道路交通の円滑化の推進 

 

道路交通渋滞を緩和し、道路交通の円滑化を図ることによる交通安全の推進に

資するため、荷主と物流事業者の連携による共同輸配送等の物流効率化を促進し、

サプライチェーンの効率化を図る。 


